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l 長期的ビジョン
最終到達点として「脱炭素社会」を掲げ、今世紀後半のできるだけ早期の実現を目指す。
2050年までに80％の温室効果ガスの排出削減の実現に向けて取り組む。

l ファイナンスに関する位置づけ
施策の基本的な方向性
ü 企業の気候変動対策に資する取組み、イノベーションを適切に「見える化」
ü 環境と成長の好循環の実現へ向けて、ESG金融の主流化のための環境整備

具体的な施策
ü TCFD等による開示や対話を通じた資金循環の構築
ü ESG金融拡大に向けた取組み促進

1. ESG金融拡大（直接・間接）
2. 環境情報と企業価値評価に関する対話の基盤整備（ESG対話プラットフォーム）
3. 投資家・金融機関のモメンタムの維持と醸成

「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」（令和元年6月11日閣議決定）
‘The Long-term Strategy under the Paris Agreement’

長期戦略におけるファイナンスの位置づけ
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l 「ESG検討会報告書 ESG投資に関する基本的な考え方」（2017年1月）
‘Basic Ways of Thinking on ESG Investment’ (ESG Consideration Committee / Jan 2017)

l 「ESG金融懇談会提言～ESG金融大国を目指して～」（2018年7月）
‘Recommendations from the High Level Meeting on ESG Finance’ (High Level Meeting 
on ESG Finance July 2018)

「ESG金融」の考え方と位置づけ

施策の基本的な方向性
ü 脱炭素社会への移行、SDGsを具現化した持続可能な経済社会づくりに向けて、
グリーンファイナンスを活性化させESG金融へとシフトしていく金融のリーダーシップ

ü 持続可能な社会・経済を支える長期的・合理的な投資フレームワークの再構築。
日本で圧倒的なウェイトを占める間接金融においても取組みを推進

具体的な施策
ü TCFDを踏まえた情報開示の促進
ü 環境情報の開示を促すためのインフラ整備
ü ESG要素（特にE）を考慮した金融消費の拡大
ü 機関投資家によるエンゲージメント
ü 資本市場関係主体による自己評価・開示
ü 地域のESG金融を通じた地域の社会・経済課題のとの同時解決
ü ESG融資の一層の普及
ü ESG情報リテラシー向上、優れたＥＳＧ金融表彰、関連研究等

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
これまでも低炭素社会への移行を目指して、グリーンファイナンスとして称して、環境への取組みをファイナンス面から後押しする取組みを行ってきました。
例えば、現在「サステナビリティ・リンク・ローン」として広がってきているものにコンセプトとして非常に似た「環境格付融資」には、2004年から取り組んできた実績があります。
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SDGs取組みにおけるファイナンスの位置づけ

「拡大版SDGsアクションプラン2019」（2019年6月）SDGs推進本部
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SDGs取組みにおけるファイナンスの位置づけ

地方創生の文脈において、地域中小企業や地方公共団体によるSDGsへの取組
みと地域経済の持続可能な成長のための地域金融機関に期待

l 地方創生SDGs金融 ‘Regional Revitalization SDGs Finance’
ü 地域事業者、地方公共団体ならびに金融機関の役割の重要性
ü SDGs金融の地方創生への展開
ü 自立的好循環の形成

l 地域金融機関の役割
地域企業へのアドバイザリーとファイナンス
→ 新規事業の創造・既存事業の維持拡大の後押し

l 地方創生SDGs金融フレームワークの構築
フェーズ 1：地域事業者のSDGs達成に向けた取組みの見える化
フェーズ2：SDGsを通じた地域金融機関と地域事業者の連携促進
フェーズ3：SDGsを通じた地域金融機関等と機関投資家・大手銀行・証券会社等の連携促進

「地方創生に向けたSDGs金融の推進のための基本的な考え方」
‘Basic Ways of Thinking in Promoting SDGs Finance for Regional Revitalization’
（2019年3月25日地方創生SDGｓ・ESG金融調査・研究会）

＜課題認識＞人口減少・高齢化・東京一極集中・地域経済の縮小による負のスパイラル
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経産省：施策・取り組み事例

2018年12月 「TCFDガイダンス」発表
2019年5月 TCFDコンソーシアム設立

一橋大学大学院・伊藤邦雄特任教授を始めとする計5名が発起人
産業・金融業界が官民連携で結成
189企業が会員（2019年9月28日時点）

2019年10月 TCFDサミット2019 （経産省主催）
TCFDコンソーシアム・WBCSDが協力

2019年10月 「グリーン投資ガイダンス」発表（TCFDコンソーシアム）

Photo: @AIGCC

TCFDは、世界で850超の団体や企業が支持。国別では日本が194機関で最多。
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環境情報開示、企業・
投資家の対話促進関連
の施策
Policies promoting ESG 
disclosure and supporting 
corporate investor 
communication to enhance 
corporate value

• ESG対話プラットフォーム
• TCFD経営支援

グリーンボンド・ローン
促進関連の施策
Policies related to the 
promotion of Green Bonds 
& Loans

• グリーンボンドガイドライン
2017年策定（現在改訂
へ向けた検討会を実施）

• グリーンボンド発行促進
体制整備支援

• モデル事業創出やベスト
プラクティスの表彰等

地域ESG金融促進関連
の施策
Policies promoting regional 
ESG finance (focus on 
banking and regional 
revitalization)

• ESG地域金融事例集
• 事業性評価支援
• 地域ESG融資の利子
補給事業等

環境省：施策・取組み事例

グリーンボンドアワードの様子（2019年3月）

ESG対話プラットフォーム（ウェブサイト）
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特徴と今後へ向けて

l ボランタリーアプローチで企業等の取組みを後押し
（レギュラトリーアプローチではなく）

l ESG金融施策の背景にある複数の課題認識
「足元の課題への対応」と「国際的な潮流への対応」の文脈

ü 日本企業・産業の再生
ü 気候変動・脱炭素社会
ü SDGs（地方創生）

l 間接金融と地域金融機関の役割に一定の比重

p グリーンもしくは持続可能な経済活動を定義する、もしくは共通の指標で
測ることを目指す「タクソノミー」的なものの議論の展開

p 欧米を中心とした「国際的な潮流」への対応と読める動き、国内の足元
の課題への対応としての動き、これらの今後の展開
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ご清聴ありがとうございました。

Maiko MORISHITA
m-morishita@iges.or.jp

mailto:m-morishita@iges.or.jp
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